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Ⅰ．平成３０年度気象庁関係予算の基本方針

－１－

近年、雨の降り方が局地化、集中化、激甚化しており、平成27年9
月関東・東北豪雨、平成28年台風10号、さらに平成29年7月九州北
部豪雨など、甚大な被害をもたらす豪雨災害が頻発している。
また、平成23年東北地方太平洋沖地震以降も、平成26年の御嶽山

の噴火、平成28年熊本地震など、地震・火山噴火災害も相次いでい
る。

こうした自然災害から国民の生命と財産を守ることは喫緊の課題で
あり、気象庁では、引き続き、自然災害に対する観測体制の強化や、
台風・集中豪雨等の予測精度向上を図り、防災気象情報の迅速かつ
的確な提供に努めていく必要がある。

あわせて、これらの防災気象情報の市町村等における理解・活用を
継続的に支援し、防災対応判断に活かされるようにすることで、地域
防災力を強化することも重要な課題となっている。

さらに、近年のＩoＴ、ＡＩ等の技術の進展を背景に、生産性向上の観

点から、産業界における気象データの利活用についても大きな期待
が高まっているところである。

平成30年度予算においては、こうした認識の下「台風・集中豪雨等

に対する防災気象情報の強化」、「地震・津波・火山噴火に対する観
測体制の強化」、「地域防災力の強化」、「産業分野での気象情報の
利活用の促進」について、重点的に取り組むこととする。



－２－

Ⅱ．平成３０年度気象庁関係予算の概要

予算総括表
(単位：百万円)

計(A)

うち新しい日
本のための優
先課題推進枠

(A)-(B) (A)/(B)

一 　般 　会 　計

○物件費 20,874 1,431 21,414 540△ 0.97

4,678 1,431 4,615 63

1
台風・集中豪雨等に対する
防災気象情報の強化 3,632 385 3,378 254

  

2
地震・津波・火山噴火に対
する観測体制の強化 926 926 1,150 224△ 

3 地域防災力の強化 55 55 87 32△ 

4
産業分野での気象情報の利
活用促進 65 65 － 65

○人件費 35,929 0 35,991 62△ 1.00

合計 56,803 1,431 57,405 602△ 0.99

(注) 端数処理のため計算が合わない場合がある。

主要事項

区 分

３０年度予算額 前年度
予算額

対前年度
比較増減

倍 率

(B)



Ⅲ．主要事項

１．台風・集中豪雨等に対する防災気象情報の強化 ３，６３２百万円

－３－

（１）気象レーダー観測の強化（更新／新規） ３３３百万円

◎局地的大雨等の実況監視能力強化、予測精度の向上を図るため、老朽化する全国20箇所の気象
レーダーを順次更新し、次世代レーダー（二重偏波気象レーダー）を導入

警報・注意報など
防災気象情報発表
が適時的確に

・局地的な⼤⾬などの
実況監視能⼒が向上

・積乱雲の盛衰予測等
による短時間予測の
⾼精度化

・正確な⾬量の把握に
よる予測精度の向上

上昇気流で⼤粒の⾬が
上⽅に押し上げられる

⼆重偏波
気象レーダー

発達の初期は、
降⽔強度は弱い 上昇気流が弱まり、⼤粒の

⾬等が⼀気に下⽅に落下

ひょう・
あられ

○二重偏波気象レーダーについて
・水平方向および垂直方向に振動する2種類の電波を同時に送受信することで、
雨粒の大きさ及び降水強度を高精度に把握することが可能

・雨の三次元分布を把握することで積乱雲の盛衰状況も推定可能

（１）気象レーダー観測の強化により、局地的大雨の実況監視能力の大幅な
向上・予測精度の高度化。

（２）線状降水帯などによる集中豪雨の予測精度を向上するため、海上に
おける大気下層の水蒸気を捉える新たな観測手法を研究・開発。

（３）台風・集中豪雨等の予測精度向上を図るスーパーコンピュータシステム
を整備。



－４－

◎積乱雲のもととなる海上からの水蒸気の流れ込みを捉えることによる、新たな集中豪雨発生予
測手法を研究・開発する

（２）海上の水蒸気観測による集中豪雨予測精度向上のための研究（新規）

５２百万円

水蒸気の流れ

集中豪雨

ひまわりによる
水平風推定

GNSS衛星

ひまわり8号

民間フェリー等

ＧＮＳＳ（全地球測位システム：複数の人工衛星から送信される電波を利用し現在位置を特定するシステム）
→受信電波を解析することで、GNSS受信機上空の大気中にある水蒸気を観測

定期航路フェリー等に
GNSS受信機を搭載し、海
上の水蒸気量を連続的に
観測

観測データを数値予報
モデルに導入する技術
の開発

水蒸気

線状降水帯などによる集中豪雨の予測精度の向上

新たなデータを
数値予報モデル
へ導入

（３）次世代スーパーコンピュータシステムの整備（更新／継続） ３，２４７百万円

◎早めの防災対策に必要な気象予測のため、計算能力を強化したスーパーコンピュータシステムを
整備（３カ年計画の３年目）：平成30年6月から運用開始予定

静止気象衛星「ひまわり8号」の観測データを高度利用

集中豪雨の予測技術の向上

明るいうちの早めの自治体による防災体制や
住民の避難準備を呼びかける情報の提供

大雨
早いﾀｲﾐﾝｸﾞで豪雨
の可能性を予測

夕方 夜間

◎次世代スーパーコンピュータシステムの整備に伴い運用に必要な専用の大規模な電気機器や
冷却用空調等機械機器を整備（３カ年計画の３年目）

台風強度予報の強化

・現在
３日先

延長 ・次期
５日先

４日先
暴風

５日先
暴風 台風接近時の

防災行動計画
（ﾀｲﾑﾗｲﾝ）に
沿った早めの防
災対応を支援

台風強度（中心気圧・最大風速等）の予報期間の延長○詳細な降水量予測：6時間先⇒15時間先まで延長

夕方の段階で夜間の警報級の大雨の可能性を予測
⇒早めの警報等の防災気象情報の発表



２．地震・津波・火山噴火に対する観測体制の強化 ９２６百万円

（イ）多機能型地震観測装置の更新（更新／新規） ２２７百万円

●： 266観測点

多機能型地震観測装置の
配置

◎老朽化する多機能型地震観測装置を順次更新し、緊急地震速報や津波予警報の迅速かつ安定
的な発表体制を維持する（全266箇所のうち28箇所）

地震発生！

・震源に近い地震計が揺れ（P波）を感知

・強い揺れ（S波）を感知

・他の地震計でも揺れを感知

震源の位置
マグニチュード

を推定

緊
急
地
震
速
報

気象庁

強い揺れが到達

直ちに解析して、瞬時に提供

P波

P波 S波

震度・到達時刻

を予測

警報

予報

地震波を解析
・地震波の来た方向
・震源までの距離
・地震の規模

数
秒

～

数
十
秒

（
時
間
の
流
れ
）

（１）地震・津波対策

－５－

多機能型地震観測装置

（１）地震・津波対策
（イ）緊急地震速報に必要な多機能型地震観測装置を計画的に更新。
（ロ）中央防災会議における検討を踏まえ、南海トラフ全域の地殻変動

モニタリング体制のあり方を調査。
（ハ）チリ沖等で発生する遠地津波を、いち早く観測するための遠地津波

観測装置を更新。

（２）火山噴火対策
（イ）より正確かつ迅速な噴火速報・噴火警報の発表のため、遠望観測

施設を更新・強化。



１１８百万円（ハ）チリ沖等で発生する遠地津波の観測体制の強化（更新／新規）

津波警報等の確実な提供

◎日本列島にも重大な被害を及ぼしうるチリ沖等で発生する遠地津波を南鳥島で観測し、情報を
伝達するため、遠地津波観測装置を更新・強化

津波発生

（Case 2）日本付近から国外に向かう津波

南鳥島は、北西太平洋域の
数少ない津波観測地点

津波の伝播

（Case 1） 国外から日本付近に来る津波

南鳥島

津波の伝播

（ロ）南海トラフ沿いの地殻変動モニタリング調査（新規） １０百万円

青線：南海トラフ巨大地震の想定震源域
赤線：東海地震の想定震源域（中央防災会議（ＷＧ）による）

◎中央防災会議（ワーキンググループ）での検討を踏まえ、東海地域のみならず南海トラフ全域の地
殻変動をモニタリングするための体制の構築に向けた調査を行う

－６－

モニタリング強化地域

南海トラフ

●現状の南海トラフ全域のうち陸域の観測体制で検知

できる現象と解析結果から得られる知見の整理

●関係機関と連携したデータの収集・監視方法の調査、

常時モニタリング強化に向けた課題の抽出

南海トラフ全域のうち陸域の観測体制で地殻変動をモニタリングするための調査



－７－

◎遠望観測施設等を順次更新し、あわせてデジタル化することで、降灰・火砕流・噴石の飛散・噴煙
高度などの詳細な把握を図る（全48箇所のうち34箇所）

（イ）遠望観測施設の更新・機能強化（更新／新規） ５７１百万円

（２）火山噴火対策

遠望観測施設（カメラ）

白色噴煙と有色噴煙の識別
が可能

⽕⼭遠望観測施設の⾼精度化の効果

白色噴煙と有色噴煙が同じよ
うな画像のため識別が困難

○平常時の白色噴煙（火山ガス）

○噴火開始時の有色噴煙（火山灰等を含む噴煙）

現行 整備後（イメージ）
【Ｈ３０年度遠望カメラ整備対象⽕⼭】

樽前⼭外33箇所

遠望観測施設の更新・機能強化（火山監視観測の強化） ５０３百万円

《参考》 平成２９年度補正予算（第１号）による措置

【遠望カメラ整備対象⽕⼭】
雌阿寒岳、⼗勝岳、草津⽩根⼭、浅間⼭2、御嶽⼭、伊⾖⼤島、阿蘇⼭、霧島⼭2、桜島2、⼝永良部島、
諏訪之瀬島

【受信部整備対象官署】
札幌、仙台、本庁、福岡、⿅児島

◎遠望観測施設等について、一部先行して更新する（全48箇所のうち14箇所）



－８－

３．地域防災力の強化 ５５百万円

（１）市町村等における防災気象情報の「読み解き」の支援（拡充） ２５百万円

（１）市町村等の防災気象情報の「読み解き」（理解・活用）を支援するため、平
時では地方公共団体の防災担当者向けの実践的な研修・訓練等を実施し、
災害後には市町村と共同による災害時の対応の「振り返り」を実施する。

（２）災害時に都道府県等に職員を派遣し、現場のニーズを踏まえた的確な気
象解説により、防災対応の判断を支援。

・土砂災害、浸水害について、代表的な気象シナリオ（気象の状況の時系列）を１例ず
つ作成。シナリオに沿って発表される防災気象情報を解釈して防災対応をイメージ。
・防災担当者がワークショップ参加を通じて、防災気象情報の活用について能動的に
学習できるようにする。

・市町村毎のニーズに応じた過去事例を、実際に市町村担当者が気象情報等を確認
している同様の画面で再現

・気象台と市町村が共同で、気象台の対応（情報内容や発表タイミング等）、市町村の防
災対応（防災体制、避難勧告等）をレビュー

緊急時の対応について、互いの課題を共有し、効果的改善

◎地方公共団体の防災担当者向けの実践的な研修・訓練等の実施

◎市町村と共同による災害時の対応の「振り返り」

現場で災害時の対応を
シミュレーションできる
ツールを開発



（２）「気象防災対応支援チーム（仮称）」の創設による地方公共団体の支援（新規）

３０百万円

市町村長

災害対策本
部等

協議会等

○○市

地方出先機関

都 道 府 県

連携して支援 地方気象台

気象防災対応支援チーム（仮称）

被災市町村の直接支援

都道府県・協議会等の支援
・支援チーム員の派遣
・詳細な気象状況の解説に
よる防災準備支援

・災害発生状況を踏まえた
解説による防災対応支援

最新情報の共有

情報端末

予報官等の専門官

他の気象台等
からの応援

◎災害時に現場のニーズに応じた的確な気象解説を実施できるよう「気象防災対応
支援チーム（仮称）」を派遣

刻々と変化する気象状況、災害発生状況をリアルタイムに
把握･共有するための情報環境を整備（情報端末等）

－９－



－１０－

（１）生産性向上のための気象データ利活用モデル実証事業（新規） １０百万円

４．産業分野での気象情報の利活用促進 ６５百万円

（１）気象ビジネス推進コンソーシアム等を通じ、産業分野におけるＩoＴ、ＡＩ等
の技術による気象データの利活用を促進。

（２）気温の影響が大きい産業界の多様なニーズを踏まえ、「２週間気温予報」
を新たに開始する。

◎生産性向上を図るため、ＩoＴ、ＡＩ等の技術により、産業分野において気象データを
利活用する先進的・革新的で汎用性のある取組を実証的に実施

気象ビジネス推進コンソーシアム（平成29年3月設立）

連携
（分析・助言等）

⽣産性向上のための気象データ利活⽤モデル構築に向けて

＊国土交通省生産性革命プロジェクトの一つであり、未来投資戦略2017（H29.6.9）にも記載

気象庁

意⾒の聴取・ニーズの反映
（アンケート、ヒアリング）

新たな気象データ
試⾏的に提供

産業界

IoT、AI等での活用を念頭に
新たな気象データを試行的に提供

農業
気象データに基づく適切な栽培
管理により、収穫量増⼤

製造・物流

⼩売

気象データによる需給予測に基づく
⽣産管理により、廃棄ロス等の削減

気象データによる需要
予測に基づく販売計画
により、売り上げ増

気象分野における生産性革命の実現

○気象情報の利活⽤の⼀層の促進
○成果（利活⽤モデル等）を全国に⽔平展開

気象データ利活用モデルの創出を促進

（
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
提
供
実
現
）

気
象
デ
ー
タ
提
供
の
あ
り
方
に
反
映(※）新たな気象データの例

- ⾼頻度・⾼密度な過去の気象データ
- 産業の諸活動と関連付け(相関等)がしやす
い気象データ 等



（２）２週間気温予報の開始（更新／新規） ５５百万円

◎「異常天候早期警戒情報」については、農業や小売業をはじめ、気温の影響が大きい産業を中心
に活用されてきたが、農業・電力・アパレル等の産業界の多様なニーズを踏まえ、「２週間気温予
報」として新たに発表する。

予測技術の向上に伴い、情報内容を抜本的に⾒直し、
新たに、「２週間気温予報」として気温の値を毎⽇発表

⽇付 9
⽕

10
⽔

11
⽊

12
⾦

13
⼟

東
京

最⾼
（℃）

34
（32-36）

34
（32-36）

33
（31-35）

33
（31-35）

32
（30-34）

27
（25-29）

27
（25-29）

26
（24-28）

25
（23-27）

24
（22-26）

最低
（℃）

２週間気温予報（新システム）

（5日間平均気温）

・１〜２週間先に極端な⾼温・低
温が予測される場合に臨時に発表
・予報期間が⻑く予測に不確実性
が伴うことから、確率表現としてきた

異常天候早期警戒情報（現⾏システム）

幅広い分野における気温リスクの軽減と生産性向上に貢献

５．その他

◎温室効果ガス等データ収集・提供装置の更新 ３９百万円

→観測・報告データ量の増加や解析の高度化に対応するため温室効果ガス等データ収集・提供
装置を更新

－１１－
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（１）防災気象情報の改善の取組 ～災害発生と関連の高い指標の開発～

⼤⾬時には、⾬は地中に浸み込んで⼟砂災害を、地表⾯に溜まって浸⽔害を、あるいは川に集
まって増⽔し洪⽔害を引き起こす。
気象庁では、このような⾬⽔の挙動を「タンクモデル」を⽤いて模式化し、それぞれの災害リ

スクの⾼まりを表す⼟壌⾬量指数、表⾯⾬量指数及び流域⾬量指数の技術開発を進めてきた。こ
れら３つの「指数」を⽤いることによって、⼤⾬による災害リスクの⾼まりを「⾬量」そのもの
よりも適切に評価・判断し、警報をより的確に発表するとともに、市町村内のどこで指数の予測
値が警報等の基準に達したかが⼀⽬で分かる「危険度分布」の提供を⾏っている。

災害リスクの高まりを表す指数と危険度分布

「危険度分布」の提供

上図のメカニズムを「タンクモデル」で表現し、リスクの高まりを指数化

－１３－



－１４－

（２）地域防災力の強化

「地域における気象防災業務のあり⽅」報告概要（H29.8）

「地域における気象防災業務のあり方検討会」（H29.4～7；全3回開催）

地域における気象防災支援の強化（背景・取組の方向）

具体的な取組の例

市町村等と共同でﾚﾋﾞｭｰし、
不断に取組を改善

気象台長の市町村長との「顔の見える関係」を
構築・深化

 「気象防災ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ」を整備し、気象特性・災
害ﾘｽｸ等を共有

防災気象情報の理解・活用のための実践的な
研修・訓練等の実施

防災の現場で活躍する気象防災の専門家の育
成・活用促進

地域に根ざした気象台職員育成の推進

ﾎｯﾄﾗｲﾝや予報官ｺﾒﾝﾄにより
予報官の危機感を確実に伝
達

災害対応支援のため「気象防
災対応支援ﾁｰﾑ（仮称）」を派
遣

平 時

災害後

緊急時

 「防災意識社会」を担う⼀員としての意識を強く持ち、市町村、都道府県、関係省庁の
地⽅出先機関等と⼀体となって住⺠の具体的な防災⾏動に結びつくよう、地域の気象
防災に⼀層貢献

防災の最前線に⽴つ市町村に対し、既存の防災気象情報や“危険度分布”等の新た
な情報を緊急時の防災対応判断に⼀層「理解・活⽤」（読み解き）いただけるよう、平
時からの取組を⼀層推進

○近年相次ぐ自然災害を踏まえ、地域の防災力を高める取組を地域の各主体が連携し
て推進することが重要に。

○気象庁の情報・解説等が防災対応判断に活かされるよう、市町村等で「理解・活用」
いただくための支援が重要に。



中央防災会議防災対策実行会議「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワー
キンググループ」報告（平成29年9月26日）

○現在の科学技術では、大規模地震対策特別措置に基づく警戒宣言後に実施される現行
の地震防災応急対策が前提としている確度の高い地震の予測はできないため現行の地
震防災応急対策は改める必要

○現在の科学的知見を防災対応に活かしていくという視点は引き続き重要であり、現在の知
見からは、地震発生の可能性が相対的に高まっているといった評価は可能

⇒ 新たな防災対応が決まるまでの当面の間の防災対応を決定
（平成29年9月26日中央防災会議幹事会決定）

気象庁が発表する情報 情報発表条件

南海トラフ地震に関連
する情報（臨時）

南海トラフ沿いで異常な現象（※）を観測した場合や地震発生
の可能性が相対的に高まっていると評価した場合等に発表

南海トラフ地震に関連
する情報（定例）

「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合にお
いて評価した調査結果を発表

※南海トラフ沿いでマグニチュード７以上の地震が発生した場合や東海地域に設置された
ひずみ計に有意な変化を観測した場合などを想定

南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表条件

新たな防災対応が決まるまでの当面の間の防災対応に資するため、

南海トラフ地震
・駿河湾から日向灘沖までの領域のプレート境界を
震源とする大規模な地震
・概ね100～150年間隔で繰り返し発生しているが、
震源域の広がり方は多様

▲想定震度（最悪のケース）（内閣府）

○ 南海トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から助言い
ただくために、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催

○気象庁では、以下の情報を発表（平成29年11月1日から）

▲南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会 ▲南海トラフ巨大地震の想定震源域

※ 「南海トラフ地震に関連する情報」の運用開始に伴い、気象庁では、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連す
る情報）の発表は行わない。

南海トラフ地震に対する政府の対応

気象庁の対応

－１５－

（３）南海トラフ地震に関連する情報



御嶽山の噴火を教訓として、火山の評価能力を向上させることで、的確か
つ迅速な情報を発表するとともに、地元自治体の火山防災対応を支援し、
国民の生命・財産を守る

（４）火山監視・評価・情報提供体制の強化の取組

－１６－

地磁気観測装置 火山ガス観測装置

火口監視カメラ熱映像監視カメラ

傾斜計 広帯域地震計

・広帯域地震計 ・傾斜計 ・熱映像カメラ ・火口監視カメラ

（１）御嶽山の火山活動の推移を把握（御嶽山）

・地震計 ・空振計 ・GNSS
・火山ガス観測装置 ・地磁気観測装置

・広帯域地震計 ・GNSS ・地震計
・空震計 ・地磁気観測装置 ・火山ガス観測装置
総合観測点（地震計・空振計・傾斜計）としても整備

⽕⼭活動の観測・評価体制の強化
火山観測施設の増強

（２）火口付近の観測施設の増強（雌阿寒岳ほか47火山）

●水蒸気噴火の兆候を早期把握するための観測施設
の整備
（H27～H29予算により整備：樽前山ほか12火山）

●常時観測火山を50火山へ（H28.12.1追加）
従来の47火山に3火山（八甲田山・十和田・弥陀ヶ原）
を追加

監視・評価体制の強化

●気象庁参与の設置（H28.4～）
・火山活動評価への参画や人材育成のため火山専門家5名を
気象庁参与に任命

●評価体制の強化
火山監視情報システムの更新・強化により警報発
表等の迅速化。

●火山機動観測体制の強化（H28.4～）
わずかな変化も見逃さず、的確な火山活動評価に寄

与する高頻度で戦略的な火山機動観測を実施するため、
火山機動観測を実施する職員を増強

●火山監視・警報センターの設置 （H28.4～）
気象庁本庁に「火山監視・警報センター」を、札幌、仙台、

福岡管区気象台に「地域火山監視・警報センター」を設置
し、これまでより強化した体制により、火山の監視・活動
評価・情報提供を実施

担当する職員を約160人から約240人に増員

警報発表等
の迅速化

レベル判定
評価時間を短縮

●御嶽山の水蒸気噴火を踏まえた火山観測体制の強化
のための観測施設の整備

（H26補正予算で整備）



（５）地球環境の監視・予測

－１７－

・地球温暖化の緩和策や適応策の検討に資することを主⽬的に数年おきに温暖化予測情
報を公表。

・第９巻では、最も⾼い⽔準で温室効果ガスの排出が続くと想定した場合の21世紀末頃
の気候変化を予測。

全国平均で4.5℃、地域によって3.3〜4.9℃上昇。
⾼緯度地域ほど上昇が⼤きい。

国⺠⽣活や⽣態系等へ広く影響

○平均気温の上昇

○強⾬の回数増加

(回)

滝のように降る⾬（1時間に50mm以上）の
頻度は全国的に増加。

全国平均では、2倍以上の頻度に。

⼤⾬による⾃然災害リスクの増⼤

気候変化の予測について〜地球温暖化予測情報 第９巻の刊⾏〜

(℃)

・気象庁は、温室効果ガスの世界資料センターとして世界中の観測結果を収集・解析。
・平成27年に世界の年平均⼆酸化炭素濃度が観測史上初めて400ppmの⼤台に達した
ことが判明（産業⾰命前は約280ppm、⼈間活動による排出で約1.4倍にまで増加）。

世界のCO2濃度の経年変化について〜CO2が初めて400ppmに到達〜

世界の⼆酸化炭素濃度の経年変化

気象庁

地上・船舶・航空機等による
世界各国での温室効果ガス等の観測

各
国
か
ら
の
デ
ー
タ
収
集
・
解
析

統計開始以来最も⾼い”世界の年平均気温”となった原因

20世紀末（1980〜1999年）
21世紀末（2076〜2095年） との⽐較

平均発生回数（20世紀末）約0.3回
（21世紀末）約0.7回

(回/地点)

H28.10
発表

H29.3
刊⾏



（６）静止気象衛星（ひまわり8号・9号）

静止気象衛星（ひまわり８号・９号）

平成21年度、衛星の製造に着手。

平成22年度、衛星の管制運用等にＰＦＩ方式を採用。

平成23年度、衛星の打ち上げに国産のＨ－ⅡＡロケットを採用。

ひまわり８号は平成27年７月７日に運用開始。

ひまわり９号は平成29年3月10日に待機運用開始。

気象衛星は運用系と待機系の２機体制。

【防災のための監視機能を強化】

台風や集中豪雨等の観測情
報をより精密により早く提供

【地球環境の監視機能を強化】

海面の温度、海氷の分布、大
気中の微粒子等といった観測
をより高精度に実施

【防災のための監視機能を強化】

台風や集中豪雨等の観測情
報をより精密により早く提供

【地球環境の監視機能を強化】

海面の温度、海氷の分布、大
気中の微粒子等といった観測
をより高精度に実施

効
果

★解像度を２倍に強化

★観測時間を１０分に短縮

１時間に２回観測 １時間に６回観測

★観測種別を3倍に増加

－１８－



○ IoTやAI等の技術の進展により、農業、⼩売業、運輸業をはじめとする幅広い産業に
おいて気象データを利⽤した⽣産性の向上が⾒込まれるが、企業等の具体的ビジネスに
おいては気象データを⾼度に利⽤する取組は未だ低調。

○ このため、気象に関するオープンデータの拡充・⾼度化を進めると共に、IoTやAI等
の先端技術を活⽤して気象とビジネスが連携することで新たな気象ビジネスの創出を強
⼒に推進。

国土交通省生産性革命ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ20(H28.11.25決定) 「未来投資戦略2017」に記載(H29.6.9閣議決定)

気象とビジネスが連携した気象データ活⽤の促進
基盤的な気象データの
オープン化・⾼度化

①新たな気象データの提供
気象ビジネス推進コンソーシアム
（WXBC）（平成29年3⽉設⽴）

人材育成 新規気象ビジネス創出

・セミナー、勉強会の開催
・気象予報⼠の活⽤促進

・モデル事業の実施
・ハッカソン等の開催
・企業間マッチングの促進

②過去データのアーカイブ整備

③情報利用環境の高度化

・日射量予測データの提供
・２週間気温予報の開始

・過去の気象観測データのデジタル化

・IoTやAI等で使いやすい形式での
データ提供（CSV、GISデータ等）

気象

気象事業者
気象研究者

ＩＴ

ＩＴベンダー
ＩｏＴ等研究者

各産業の企業（農業、
小売、金融、建設、運
輸、エネルギー等）

ビジネス

具体的施策

産官学の連携

日射量予測データ

地理データと重ね合わせた
カーナビにおける活用例

－１９－

（７）⽣産性向上のための「気象ビジネス市場の創出」

産業における気象データ利⽤のイメージ

気温、雨量データ等を利用した農業アプリ
（収穫時期や農薬散布の最適化）

気温、降雪データ等を利用した小売・物流
（的確な需要予測・在庫管理の最適化等）

暑さが続きそうだから
ビールを多めに仕入れよう

暑さが続きそうだから
ビールを多めに仕入れよう

朝冷え込む日が続くので
水田の水位を調整しよう
朝冷え込む日が続くので
水田の水位を調整しよう

経験等に基づく気象情報の利活⽤の例 IoT、AI等を活⽤した気象データの利活⽤の例


